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国家社会政策における主体の特質
河 野 稔
は し が き
国家社会政策は，国家のもつ本質的特性にもとづいて，国家の自発性によ
って，実施されるものではなく，下からの階級闘争の強制的圧力機能によっ
て成立し，実施される。といっても，この成立の終点に国家があり，実施の
始点に国家がある。国家は，下からの強制的圧力機能をどのように受容する
か。国家は社会政策の実施主体として如何なる特質をもつか。こういった社
会政策における国家主体の特質の究明は，たとえ下からの成立説をとるもの
でも，一つの重要な研究課題である。ことに，国家独占資本主義段階の資本
主義は，とりわけ，これを支配する金融・独占資本は，国家を不可欠のもの
として利用し，国家と一体化して，その私的独占利潤の獲得を遂行している。
国家権力を主体とする種々の政策や国家強制権力にもとづく経済構造内えの
国有，国営機関の設置など，私的独占えの補強，ないし国家独占と私的独占
の一体化は，いまや著しく進行している。このような諸条件の一環として，
社会政策における国家主体の特徴を明らかにすることほ，われわれのさし迫
った課題の一つである。本稿は，このような問題意識のもとで，とりあえず，
国独資段階に視点を限定せず，広く資本主義一般の国家社会政策における国
家主体の特質について，若千の基礎理論的な問題点をとりあげたものである。
国家社会政策における国家主体について，観念論的アプローチが，一つの
伝統となっている。それは，国家を歴史の外から解釈し，理想像としての，
期待像としての，あるべき姿としての国家を主観的に画き，しかもそのよう
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な国家を歴史上実在する国家と混同する。社会政策の主体としての国家が，
社会正義や人道，理性，福祉等を実現するといった諸見解は，姿をかえつつ
不断に受け継がれて現代に至っている。この種の観念論的見解ほ，歴史上実
在する国家の特質を，また国家社会政策における国家主体の特質を隠薇・美
化・粉飾し，国家活動の貫徹に利用され，役立てられる。我々ほ，上にのベ
たような観念論的アプローチと見解を，ここでは，これ以上とりあげないこ
とにする。蓋し，それは，たとえ深遠な思想がもられていても，歴史上実在
しないものを主観的に画きだしているにすぎないし，国家主体の特質を明ら
かにすることを妨げるからである。
歴史的実在物としての国家の本質的特徴ほ，政治的アプローチによって一
応把えられる。たとえば，「多元的国家論」や「階級国家論」は，ともに，国
家が本来的に政治的強制権力をもつことを認めている。
国家の政治的本質について，両説にほこのような共通点があるが，他方で
は相違点もある。コール (G.D. H. Cole)，ラスキ (H.J.Laski)，マッキー
バー (R.M. Maciver) らによって代表される「多元的国家論」は，国家を，
「社会の構成分子たるあらゆる個人又は集団に対して合法的に最高な一個の
(1) 
強制的権威を持つことによって統合された社会である。」 とのべ，あるいは
政治的強制権力をもつ国家ほ，「最も大きな，最も永続的な団体 (association)
(2) 
又ほ制度 (institute)」であると説く。 「多元的国家論」は，①社会集団間の
関係を経済・教育・宗教等の，それぞれ独自の価値をもつ多元的な，分業
・並存関係を基軸にして把え，②国家が本来的に政治的強制権力をもち，政
治活動をする「社会」一だが「最も大きな，最も永続的な」あるいほ，ぁ
らゆる個人又は集団に対して「統合された社会」一ーであるとしている。
社会集団関係には，多元的・分業的・並存的な，いわば横の関係とともに，
上下の・階級対立関係がある。階級社会では，両者のうち上下の，階級対立
(1) H. J. Laski, The State in Theory and Practice, p. 21. 石上訳• 6頁。
(2) G. D. H. Cole, Social Theory, p. 81. 
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関係の方が決定的に重要な役割を演ずる。また，「階級国家論」によれば，階
級対立関係を内包する社会は，この対立・闘争に起因して，社会の上に，最
高の•本来的・政治的強制権力をもつ「機関」として国家を形成する。もち
ろん，「機関」の活動は，必然的に，これに従事する者の社会集団を派生する
し，「社会」集団の政治活動ほ，必然的に，なんらかの機関を形成せざるをえ
ない。それにしても，国家が本質的に「社会」か「機関」かの見解の相違点
ほ，このばあい，社会集団関係を，横の．．多元的・並存的関係を決定的基軸
とみるか，それとも上下の・階級対立関係を決定的なものとみるかによる。
この点については，階級社会における階級対立関係の決定的役割を認めざる
をえない。要するに，我々は，「階級国家論」にもとづいて，国家を本来的な，
最高の，政治的強制権力機関とする。
(3) 
我々ほ，政治を「従属させる強制行為」と規定する。個人と個人の間に，
グループとグループの間に，集団と集団の間に，．各種の生活をめぐる利害の
不一致や対立が生起することは避けがたい。このばあい，各個人，グループ，
集団ほ，自己の生活利害を実現し，貫徹することにより自己の存続と発展を
ほかる。そうした行為や活動は，必然的に，相手の個人・グループ・集団に
対して，従属させる強制を伴わざるをえない。自己の生活利害を内容とする，
その実現行為は同時に且つ必然的に何らかの程度と形の強制行為となる。の
みならず，こうした諸個人・グループ・集団間に生起する利害対立と強制現
象を内包する一定の社会集団ほ，自己の生活利害を実現し，集団としての存
続と発展をほかるために，対内的には，各種の利害対立と強制現象に対して，
必然的に何らかの強制による秩序づけを行わざるをえないし，対外的にほ，
利害の異なる他の社会集団に対して，自己の，独自の生活利害の実現ないし
(4) 
貫徹のため，必然的に，強制行為を伴わざるをえない。各種の社会集団が．
それぞれ独自の，経済・教育・宗教等の生活を営みつつ維持•発展されるた
(3) 拙著「社会政策の歴史理論研究」 •92頁。
(4) 同 •94, 155-6頁。
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めには，これらの生活上の利害をめぐり，対内的にも対外的にも政治的強制
(5) 
を必然的に伴う。ことに社会問題に関連してみると，搾取者・その集団・階
級と被搾取者•その集団・階級との間に，経済的搾取をめぐる利害の対立か
(6) 
ら政治的強制が生起する。
国家機関の政治的強制権力の特徴ほ，社会内の各種社会集団の政治権力と
くらべてみることにより一層明らかにされる。
(1) それぞれの社会集団は，本来的の，独自の生活要因をめぐる活動によ
り維持•発展される。しかし，この活動が独自の生活要因をめぐる利害を実
現し貫徹するためには，同時に，対内的および対外的に政治的強制を伴う。
その政治的強制は，必然的なものであるとはいえ，この集団の本来的活動に
伴って生起する「附随的・派生的・副次的」なものである。しかるに，国家
は政治的強制を本来の使命とする機関である。故に，国家強制権力は，国家
に「本来的」にそなわったものである。
(2) 国家機関は，対内的には，社会の上に位置している。従って，諸社会
集団の強制権力は「下級」に位置し，国家のそれは，対内的には「最高」の
位置におかれる。
(3) 諸社会集団に生起する政治的強制の作用範囲は，その集団の内部，そ
の集団と利害関係のある他の社会集団との間およびその集団の接触する周辺
地域住民との間に局限される。この意味で，諸社会集団の政治権力は「局部
的・部分的」なものである。国家の強制権力の作用範囲ほ，対内的にみれば，
その下にある社会のあらゆる地域，すべての個々人・グループ・社会集団・
階層・階級に及ぶ。この意味で，国家の政治権力は「全面的」である。
(4) 諸社会集団の政治的強制ほ，それぞれ，その集団に固有の，独自の，
私的な生活要因をめぐる利害の実現ないし貫徹のために生起するから，その
政治権力は「私的性格」をもつ。国家の政治的強制ほ，その下にある社会の
全地域やすべての個々人・グループ・社会集団・階層・階級の利害にかかわ
るとき，とりわけ階級間の利害対立にかかわって生起するから，その政治権
(5) 同・ 155-6頁。
(6) 同・ 156頁。
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力は「公的性格」を帯び，しかも，この点から，「公的形態」をとることとなる。
(5) 国家の強制行為は，国法にもとづき，警察・軍事力の行使形態をもと
る「最強力」なものである。これにくらべると，諸社会集団の強制力は明ら
かに弱し‘o
要するに，国家の政治的強制権力は，本来的な，最高の，全面的な，公的
(7) 
の，最強の権力である。
国家の政治的本質にもとづいて，国家社会政策における国家主体の特徴を
若干とりあげてみよう。
(1) 国家の権力作用の範囲は「全面的」であることを，既に明らかにした。
この点からいえば，国家が社会政策の実施主体となるのは，階級間の利害対
立が拡大・深化して，全国的拡がりとあらゆる個々人・グループ・社会集団
・階層・階級の諸利害関係に何らかのかかわりあい，ないし影響力をもつほ
どの全国民的規模にまでなる「成熟した社会問題」を対象とせざるをえない
ときである。
(2) 国家の政治権力は「最高」「最強」であるとのべた。このような国家が
社会政策の実施主体となるのは，社会内の諸対立とりわけ階級対立に対して，
いかなる階級や階層や集団が社会政策実施主体になっても限界を露呈し，成
熟した社会問題に対して有効な機能を発揮しえない状態がみられるときであ
る。かかるときにこそ，社会の上にある最高の，且つ最強の政治権力機関と
しての国家が，社会政策の実施主体になる。
(31 国家の政治権力は「公的」性格をもつ。この点からみれば，社会政策
の実施主体としての国家は，（1）でとりあげたと同じように，階級対立が全国
的拡がりと全国民的規模に影響力をもつまで拡大・深化する「成熟した社会
問題」を対象としたとき，その公的性格が発揮されることになる。のみなら
ず，国家の政治権力は，公的性格をもつことにより，当然に，公的形態を示
す。かくて，社会政策の実施主体としての国家は，公的性格を発揮するだけ
でなく，公的形態をもとる。
ところで，国家が，社会の上に位置する「最高の」政治権力であり，「公的
(7) 同・ 156-7頁。
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性格」をもち「公的形態」をとる政治権力であることから，社会政策の実施
主体として，ややもすれば，社会内の社会問題に対して，超越的立場や第三
者・公平・中立の立場をとるとか，進んでは，社会正義や社会理想や人道や
国民福祉等を実現する性格をもつといった，はじめにのべたような観念論的
見解と同じ結論に至るおそれがある。
この意味で，もっぽら政治的アプローチのみによる国家主体論には限界が
ある。そもそも，政治のための政治はない。政治すなわち強制行為には内容
があり，内容の実現のために政治的強制がある。政治的アプローチのみから
くる，観念論への逆行傾向には歯止めが必要となる。これを可能ならしめ，
政治的強制に内容を盛りこむためにほ，政治的アプローチと結びつく経済的
アプローチをしなければならない。階級国家論は，単なる政治的アプローチ
にのみもとづくものではなく，政治・経済的アプーローチによって形成され
たものである。
四
国家を「社会的総資本」の意志執行人とする大河内説は，経済的アプロー
チにより，国家の本質は「社会的総資本」だということになる。この「社会
的総資本」という経済的範疇のにない手が「資本家階級」であることほ，「労
働力」のにない手が「労働者」であり，「社会的総労働力」の人格化が「労働
者階級」であることと同じ理解にもとづくものといわねばならぬ。こうした
見解によれば，国家＝「社会的総資本」説ほ，国家が経済的搾取・支配階級
の利害を決定的に反映する階級的性格をもつものであり，階級国家論にたつ
とも理解されよう。しかし，この「社会的総資本」説の内容を少し検討して
みても，それが階級国家論とほいえないものであることが，わかる。本稿ほ，
その詳細を検討するところではないので，ここでは若干の問題点を指摘する
に止めたい。①個別資本は．利潤追求のため「剰余労働に対する吸血鬼的渇
望」をするのに対して，社会的総資本には，こうした視角が明確にされず，
「順当な再生産」といった表現が用いられている。社会的総資本も資本であ
る限り，剰余労働一剰余価値ー利潤を搾出・蓄積する。これと無縁な，また
国家社会政策における主体の特質（河野） (315) 43 
(8) 
は，これにかかわりのないような資本はありえない。R個別資本は利潤の追
求から労働力を「濫費」するとのべられているから，個別資本による労働力
に対する「搾取」をそのような表現がなされていないにもかかわらず，認
めたことになる。しかるに，社会的総資本は，「濫費」ではなく，これとは対
照的な意味で，労働力を「保全・維持・培養」するとのべられている。 「保
全・維持・培養」は「搾取」とどういう関係にあるのか明らかでない。 「濫
費」と「保全・維持・培養」とほどう違うのかも明らかではない。個別資本
の労慟力濫費は，それが資本として剰余労働を渇望することから行われると
されているので，ここでは「濫費」を「搾取」と解しても決して差し支えほ
なかろう。ところが，個別資本と対置される社会的総資本は，その順当な再
生産のために労働力を「保全・維持・培養」するといわれるとき，それは
「濫費」に対置してのべられている。あだかも，それは「搾取」と無関係の
ように受けとれるが，しかし，社会的「総資本」は「資本」である限り，剰余
価値法則の運動過程のなかで剰余価値一剰余労働を搾出し，労働力を搾取す
(9) 
ることをまぬかれない。故に，「保全・維持・培養」も本質的には「搾取」に
(10) 
違いはなく，その点では「濫費」と共通の基本性格をもつといわねばならぬ。
⑧社会的総資本は，なによりも基本的に，個別資本と対置・対立せしめられ
ている。同じ資本といっても，個別的立場と総体的立場との利害対立がある
ことは認められるが，それほ副次的なものであり，剰余価値一剰余労働を渇
望せざるをえない資本は，いずれも基本的に労働力と対立する。社会的総資
本が基本的に対立するのは社会的総労働力である。④社会的総資本は個別資
本とのみ対置され，それのみが社会政策の主体とされているが，剰余価値の
総循環過程のなかでほ，個別資本はいうまでもなく，更に地域的・産業部門
的・支配的資本層と従属的・中小・弱小資本層としての，また国際的連結と
(11) 
しての資本もある。こうした，さまざまの局面の資本が社会政策の主体とさ
れないなら，その理由をもっと積極的にあげる必要があろう。⑥個別資本に
よる労働力に対する濫費にもとづいて，社会的総労働力は磨滅化し喰潰され
(8) 拙稿・社会政策の多元的主体・産根論叢•第151 • 152号 •62頁。
(9) 同 •62頁。 (10) 同 •61頁。 (11) 同． 61頁。
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枯渇化す。それを放任すれば，労働力の再生産条件が充たされないこととな
り，生産要素としての労働力の面からの社会的総資本の再生産条件がみたさ
れないことになる。かくて，社会的総資本ほ，順当に再生産されるために，
自らの悟性ないし自然律として，社会的総労働力を保全・維持・培養する。
そして，こうした必然性は，初期資本主義段階の原生的労働関係を典型とし
て，また全資本主義の基底的論理として求められている。だが，ここにほ，
「産業予備軍理論」が欠けているのみならず，初期資本主義段階では社会的
総労働力は豊富に存在し，形成されているのであって，その磨滅・喰潰し・
枯渇化傾向がたとえ生じたとしても社会的総資本の順当な再生産をおびやか
すほどのものではない。もし「社会的総資本」悟性論が正しいと仮定しても，
それが，自ら，上から，社会政策を成立させ実施することになるだろうか。
そうではなく，生産要素たる社会的総労働力の磨減・喰潰し・枯渇化は，必
然的に労働能率や労慟意欲の低下等さまざまの，労慟より資本えの逆作用を
生み出し，それは，ついには社会的総資本の順当な発展にとって重大な障碍
となる。下からの，このような強制的圧力機能によって，社会的総資本が主
体となり，労働力の保全・維持・培養をする。だから，こうした意味で，な
りよりもまず，下からの強制的圧力機能によって，社会的総資本が，これを
受容したときに社会政策は成立するということができる。ここでは，労働・
社会問題が成熟して，その下からの強制的圧力機能が，社会的総資本の順当
な再生産を，危険ならしめ，困難ならしめる点が持に注目されねばならぬ。
そのばあい，組織的な労働・社会運動形態が最も強力な強制的圧力機能とな
ることは明らかである。だがそれのみではない。一揆的•本能的な形態でも，
そうした運動形態が大量に同時に生起するときにも，結果として下からの強
制的圧力機能になりうるし，消極的に，疎外を回避する無意識的なや逃亡や慢
性サボクージュ形態が大量に同時に発生するときにも，結果的に，下からの
強制的圧力機能となりうる。また，さまざまの搾取が拡大・深化し，それが
深刻な生活難や疾病・災害等の症状を拡大・深化するとき，その症状の拡が
りや重さの程度によっては，消極的または積極的に，さまざまの形態の労働
より資本えの逆作用を生み出し強化して，下からの強制的圧力機能となりう
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る。要ほ，社会的総資本が順当な再生産にとって困難や危険を認めざるをえ
ないような，諸形態の下からの強制的圧力機能の有無と強さが重要である。
⑥「社会的総資本の順当な再生産」と同じような意味で「国民経済的生産力
の発展」とか「国民経済全体，産業社会の循環・再生産」といった表現も用
(12) 
いられている点からみると，社会的総資本のにない手ないし人格化が資本家
階級であること，その利害ほ，彼らのなかの支配的資本層により決定され代
表されるということ，および，本質的にほ剰余労働一剰余価値ー利潤を搾出
・蓄積し，かくて，それが総労働力＝労働者階級と基本的に対立するといっ
た諸点が明確にされず，「生産カー生産関係」視点よりも，しばしば批判され
ているように「生産力」説といわざるをえない。要するに，経済的アプロー
チによる「国家＝社会的総資本」にかかわる大河内説の内容ほ，階級国家論
に似て非なるものである90
政治的アプローチと結びつき，その内容づけをすべき，いわぼ政治・経済
的アプローチによる階級国家論を，ニンゲルスの古典的著述によって一瞥し
てみよう。
ニンゲルスほ，国家についてのべている。 『…国家は，けっして外部から
社会におしつけられた権力ではない。同様にそれはヘーゲルの主張するよう
な，「人倫的理念が現実化したもの」，「理性が形象化し現実化したもの」でも
ない。それはむしろ持定の発展段階における社会の一産物である。それは，
この社会が自分自身との解決しがたい矛盾にまきこまれ，和解しがたい，み
ずから駆逐しえない諸対立に分裂したことの告白である。しかしこれらの諸
対立が，すなわち相対抗する経済的利害をもつ諸階級が，自己および社会を
無益な闘争のうちに消耗させないために，この衝突に水をかけ，これを「秩
序」のわくのなかにたもとうとする，外見上社会のうえにたっ， 1つの権力
が必要となった。社会からでて，しかもそのうえにたち，それからますます
(13) 
遠ざかってゆくこの権力が，国家であるo』「国家は永遠のむかしからあるも
(12) 大河内一男・増訂版・社会政策の基本問題・ 206頁。
(13) F. Engels, Der Ursprung der Familie, des Privateigentums und des Staates, 
Ausgewli.hlte Schriften, Bd. II, S. 296.エンゲルス・家族，私有財産および国家の
起源・マルエン選集13巻473-4頁。
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のではない。国家がなくてもすんでいた社会，国家と国家権力とを予想だに
もしなかった社会が，かって存在した。社会の階級分裂と必然的にむすびつ
いた経済的発展の一定の段階において，この分裂によって，国家が 1つの必
(14) 
然事となったのである。」「国家は諸階級の対立を制禦する必要から生じたも
のであるから， しかしそれは同時にこれらの階級の衝突のただなかに生じた
ものであるから，それは，もっとも勢力のある，経済的に支配する階級の国
家であるのがふつうである。この階級は，国家をつかって，政治的にも支配
する階級となり，こうして被圧迫階級を抑圧し搾取するためのあたらしい手
段を手におさめる。こうして古代国家ほ，なによりもまず，奴隷を抑圧する
ための奴隷所有者の国家であり，封建国家は，農奴および隷属農民を抑圧す
るための貴族の機関であり，近代の代議制国家は，資本によって賃労働を搾
(15) 
取するための道具である。」「それは．すべての典型期においてほ，例外なく
支配階級の国家であり，そしてあらゆる場合，本質的にはあいもかわらず被
(16) 
圧迫・被搾取階級の抑圧機関である。」
上に引用したニンゲルスの見解は，国家の本質を，政治・経済的分析を通
じて，発生論的にも論理的にも見事に把えている。そのうち， とくに注目す
べき特徴は次のようになる。①社会内の階級分裂・対立が発生ないし存在す
るとき，これを秩序づけ制禦する必要から国家が成立する。かくて，国家は
社会からでて，社会のうえにつくられたものである。R国家は階級対立を秩
序づけ制禦する必要から， しかも同時に，こうした階級対立のただなかで成
立する。かくて，国家は社会内で最も勢力ある経済的搾取・支配階級の国家
である。③経済的搾取・支配階級ほ，国家権力を掌握して，これを経済的被
搾取・被支配階級を抑圧し，搾取する手段として利用する。かくて，経済的
搾取・支配階級は政治的支配階級となり，国家の本質は，経済的搾取・政治
的支配階級による経済的被搾取・政治的被支配階級に対する「抑圧機関」で
(14) a. a. 0. S. 299 同 •478頁。
(15) a. a. 0. S. 297-8 同 •476頁。
(16) a. a. 0. S. 301 同 •481頁。
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ぁ認
五
上にのべた国家の階級抑圧的本質論にもとづいて，国家社会政策における
国家主体の特徴を若干とりあげてみよう。
(1) それは，政治的に，本来の，最高の，全面的な，公的な，最強の性格
と形態をとりつつ，同時に，経済的には，社会内の経済的支配階級の搾取と
抑圧・支配の性格をもっている。こうした，政治的，経済的特徴には，資本
制経済の最も本質的把握の視点からいえば，社会的総資本運動における剰余
価値法則が横たわっている。かく，社会政策の国家主体は，何よりもまず，
この法則とのかかわりで把えられねばならぬ。
(2) それほ，社会の上にある最高の位置づけがなされていることから，現
象的には，第3者・中立・公平の立場がとられたり，強調されたりするのが
通例であり，社会問題に登場する搾取・支配階級と同じ立場であることをで
きるだけ隠蔽する。また．それは，公的性格と形態をとることによって，社
(17) 国家の本質が階級支配的・抑圧的なものであるという見解は，マルクス主義を
とらない一部の人々にも認められている。オッペンハイマーはのべている。 「国家
は，これを発生について見ても，更にまた其の本質について見ても，その存立の最
初の段階に於ては，殆ど全く一つの社会的設備—優勝の人間群が征服された人間
群の上にその支配を及ぼし，且つ内部の反乱と外部の攻撃とに備えるための唯一の
目的を以って，前の群が後の群に課したところの一にすぎなかった。而してこう
いう支配ほ，征服群に依る被征服群の経済的搾取以外のいかなる究党の標的をも持
ってはいなかった。」 (Franz Oppenheimer, Der Staat, S. IO広島訳・ 19-20頁
・改造文庫）。
また，もともと多元的国家論者ラスキも階級国家論に傾き次のようにのべ、ている。
「国家はその本質である最高強制権力を，その社会のどんな支配的階級にも奉仕さ
せる。階級がこの権力を握らないかぎり，いかなる階級も社会における自己の立場
を根本的に変化することはできない。したがって，そのような根本的な変化を求め
る階級は国家を占拠しなければならないのである。…国家は相対立する諸集団から
超越して，彼らのあいだで公平に判断を下すのではない。国家は経済的諸関係の或
る一つの過程の権利・義務の体系を，他の過程に利するためにそれらを変化しよう
とする他のある階級の侵害から保護するために用いられるところの，強制的権力に
すぎない•••。」 (Laski, The State in Theory and Practice, p. 118.石上訳． 87-8頁）。
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会問題を「単なる全国的，全国民的問題」として取りあげる姿をとろうとす
る。しかし，このような立場や姿がとられようとも，実質的・経済的には社
会的総資本の搾取・支配・管理による剰余価値の生産と循環・収奪の運動の
もとに，社会問題における搾取・支配階級の利害を防衛・育成し，被搾取・
被支配階級の利害を根本的には抑圧する。
国家主体における，政治的には中立の立場，公的性格・形態と経済的に階
級搾取・抑圧の性格・立場との結合こそ，この主体の階級的性格の甚本特徴
ともいうべきものである。ところで，社会内の階級は，いうまでもなく， 1 
つだけ存在するのではない。もともと階級ほ， 1つだけでは存在しえないも
のである。複数の階級が存在するとき，そのなかの 1つの階級のみの利害は，
いわば，その階級のみの「私的」利害である。国家主体が，社会問題におけ
る一方の階級の利害，すなわち，搾取・支配階級の利害と同一の立場・性格
をもつことほ，経済的視点からいえば， この階級の私的立場と性格をもつこ
とになる。しかるに，この国家主体は，同時に，政治的にほ中立の立場と公
的性格・形態をとる。国家主体における両者の結合は，•一見して，論理的に
矛盾しているように思われるし，この結合の妥当性について疑念が生れるで
あろう。形式論理からみて，政治面の中立的・公的なものと経済面の私的・
階級的なものの結合は，矛盾しているようでも，それが可能であり必然であ
る所故のものは，既に考察してきたところから明らかである。この結合の妥
当性についてほ，次のようにいえるであろう。国家のもとにある社会のなか
で，経済的搾取・支配階級ほ，自らの私的な階級利害を追求しつつも，それ
によって，同時に，彼等の搾取・支配・管理のもとで，再生産過程•国民経
済を維持•発展せしめるという社会的・公的役割を演じている。つまり，社
会のなかで，経済的搾取・支配階級ほ，私的階級利害を追求しつつ同時にそ
れによって，国民経済の維持•発展という社会的・公的役割をも代表し，遂
行している。このような，私的なものと公的なものが，社会のなかで結合す
る妥当性が存在する限りにおいて，国家主体における政治面の公的・中立的
(18) 
なものと経済的な私的・階級的なものとの結合の妥当性が認められる。経済
(18) 拙著「社会政策の歴史理論研究」・ 162-3頁。
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的搾取・支配階級は，社会問題の一方の当事者でありながら，同時に，社会
問題に対する独自の意志決定による社会政策実施主体ともなり，なお，これ
らの限界を克服せざるをえないぼあいにほ，国家権力の公的・中立的な性格
・立場・形態を，永久的にではないにしても，利用しつつ，自己の私的階級
利害を追求する。かくて，国家主体における中立的・公的なものと階級的・
私的なものの結合の妥当性は，国家のもとにある社会のなかの経済的搾取・
支配階級の階級利害の私的追求と国民経済の維持•発展という社会的・公的
な役割の代表との結合の妥当性に，その根拠をもとめた。社会内のこうした
妥当性の有無と期間は，何を基準にして決定されるであろうか。それは，結
局のところ，社会内の経済的搾取・支配階級が，社会の生産力の発展に寄与
するか妨げとなるか，寄与する期間に，また，それを発展させる能力をもっ
(19) 
か否か， もつ期間に求められる。
(3) 国家権力は，社会的総資本＝経済的に搾取・支配する資本家階級に掌
握され，利用され，彼等の階級利害を決定的に反映する。したがって，国家
主体が，たとえ中立・公共の形をとろうとも，社会のなかで，社会問題のな
かで，彼等と対立し，闘争し，基本的に利害を異にする社会的総労働力，い
いかえれば労働者階級と，何よりもまず，基本的に対立することは，明らか
(20) 
である。
(4) 社会のなかの経済的搾取・支配階級の利害は，そのなかの最高•最強
の階層・グループの利害によって支配される。したがって， この階層・グル
ープの利害ほ，それを含む経済的搾取，支配階級の利害を代表する。かくて，
国家主体が，経済的搾取・支配階級の利害を決定的に反映するということほ，
実は，そのなかの最高•最強の支配的資本層ないしグループの利害を決定的
(21) 
に反映することである。この階級のなかの，他の，中・小の，弱小・従属資
本層ないしグループの諸利害は，最高•最強且つ支配的資本層ないしグルー
プが自己の利害を貫徹するうえで必要とする「とき」と「程度」において，
いくぶん，副次的に反映されるにすぎない。このことは，もし支配資本層が
必要としないばあいは，従属的弱小資本層の利害が国家主体に反映されない
(19) 同・ 163頁。 (20) 同・ 161-2頁。 (21) 同・ 161頁。
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ことをも意味する。資本制社会の国家主体がとわれるとき，それが社会的総
資本＝資本家階級の利害を決定的に反映するとしても，この階級の利害ほ，階
級内部の最高•最強の支配的資本層ないしグループの利害によって支配され，
代表されるし，そうした支配資本層は資本制経済の各発展段階でそれぞれに
異なる特徴をもっている。トラハテ‘ノベルグは，資本制経済の基本的な共通
の資本の特徴のみではなく，その土台の上に立って，各発展段階の特殊な生
産関係の表現としての資本の支配的特徴をとらえる必要のあることを指摘し
(2) 
ている。このことは，社会政策実施主体としての国家が，一般的に，社会的
総資本＝資本家階級の利害を決定的に反映し＇，代表するというだけでは不十
分であり，その土台のうえに立って，社会的総資本＝資本家階級の利害の名
において，実ほ，それを支配し代表するところの，重商主義段階における重
商主義的商業資本＝重商主義的商業資本家層，いわゆる自由主義段階におけ
る産業資本＝産業資本家層，現代における金融・独占資本＝独占資本家層の
(23) 
利害が決定的に反映し，代表することをも明らかにする必要をのべている。
(5) 国家主体は，社会的総資本＝資本家階級の利害を決定的に反映・代表
する意味で，それは何よりもまず，基本的には社会的総労働力＝労働者階級
と利害が対立するが，また，それは社会的総資本＝資本家階級の名のもとに
実質的には，そのなかの支配的資本層ないしグループの利害を決定的に反映
・代表する。ここから次の 2つの特徴が生起する。①社会的総資本＝資本家
階級のなかの中小・従属資本層および個別的な，局部的な，地域的な，特定
産業部門の資本の利害は，支配的資本層が自己の利害を防衛ないし発展せし
めるうえで必要とする「とき」と「程度」において国家主体に反映されるに
すぎない。とともに③いまや，国家主体＝社会的総資本＝支配的資本層とい
う決定的性格から，国家主体は，中小・従属資本層や個別的，局部的，地域
的，特定産業部門的資本の利害と対立する他面の性格をもっ。諸資本間の競
争条件のなかで，国家社会政策実施主体としての国家は，支配的資本層の利
害に対しては，あくまでも有利に，他の，従属資本層や個別的資本等の利害
(22) トラハテンベルグ・川崎巳三郎訳・現代の信用及ぴ信用組織・ 23-4頁。
(23) 拙著「社会政策の歴史理論研究」・ 163-4頁。
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に対しては不利に強制することになる。しかしながら，このような対立は，
国家主体と社会的総労働力との基本的対立にくらべれば，実質的には資本間
(24) 
対立といえるから，いわば附随的ないし副次的対立である。
(6) 国家が，実質的に，社会的総資本＝資本家階級のものであり，後者が
そのなかの支配的資本層のものであることから，国家には支配的資本層の利
害が社会的総資本の名において決定的に反映されることは，いうまでもない
ところである。かくて，従属・弱小等諸資本層や労働者階級やその他の階層
・グループ・社会集団の諸利害は，基本的にいえば，全く反映されないか不
利に反映されるかである。それでは，これらの利害が有利に反映されること
は全くありえないであろうか。支配的資本層によって支配されている資本家
階級的利害を防衛し発展させるうえで，彼らにとって必要とされる「とき」
と「程度」には，これらの利害もいく分は配慮され，反映されうる。国家主
体は，全国民の諸利害を公乎に，中立的立場で反映する形をとりながら，実
質的にみると上にのべたような特徴をもつことになる。
(7) 既にみたように，国家は階級的「抑圧」機関である。国家主体の抑圧
的強制ほ，社会のなかの誰に，どの程度に向けられるであろうか。この問題
にこたえるためにほ，国家が社会政策の主体となっているときの社会問題の
状況を一瞥する必要がある。このばあいの社会問題は，労資の階級対立を中
軸に，他のあらゆる階級や階層やグループ間の諸利害の対立をも含み，全国
的，全国民的規模にまで拡大・深化している。しかも，これに対しては社会
内のいかなる社会政策主体も限界を示している。かくて，国家主体による抑
圧的強制は，社会問題にかかわっている，社会内のあらゆる階級や階層やグ
ループ・集団に向けられる。なかでも，抑圧的強制が最も強く向けられるの
ほ，国家＝社会的総資本の基本的対立物である労働者階級であり，ついで中
間的諸階層やグループに属する人々であり，最後に社会的総資本内の中小・
従属・弱小資本や個別的，局部的，地域的，特定産業部門の諸資本となる。
(8) 国家は，ただ存在しているというだけでは社会政策の主体ではない。
それほ，「成熟」することによって，いいかえれば，階級抑圧的本質が現実に
(24) 同・ 162頁。
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機能化して，成熟した社会問題を「受容」することによって，国家社会政策
(25) 
における主体となるcこの「受容」は，先後につらなる 3つの条件をすべて
充たしたときに生起する。第1条件ほ，社会問題が十分に成熟したにもかか
わらず，社会内では，あらゆる局面の資本による社会政策の機能が不十分で，
成熟した社会問題の強制的圧力機能により，社会的総資本にとって，とりわ
け，それを支配し代表する支配的資本層にとって，剰余価値の生産・循環・
収奪が不確実・困難・危険になることである。第 2条件は，第 1条件が充た
されたあと，こんどは逆に，社会的総資本を支配・代表する支配的資本層が，
社会政策を通じて，何よりもまず，成熟した社会問題を鎮静化すことにより，
消極的ながら剰余価値の生産・循環・収奪を確実にする基盤をとりかえす見
通しをたてることである。第3条件は，第2条件を充たしたとき，大なり小
なりの損失を，たとえ伴うことがあっても，あとで積極的に，より大きな剰
余価値を獲得する見通しをたてうるということである。このような 3つの条
件が充たされたとき，国家は成熟した社会問題を「受容」し，社会政策の主
(26) 
体となる。そのばあい， 2つの「受容」がみられる。 1つほ，社会問題の強
制的圧力機能を，とりわけ，下からの，労働者階級の強制的圧力機能を「譲
歩的」に受容し，もう 1つは，こうした強制的圧力機能を「抑圧的」に受容
する。前者は，結局において，社会的総資本の損失すなわち剰余価値の削減
により，労働者階級の要求に沿う方向で，彼らえの配分を拡大して社会問題
を鎮静化するが，長期的に且つ結局においては，それを利用して，損失を上
廻る，より大きな剰余価値の獲得の見通しをたてたばあいにみられる受容で
ある。これほ，明らかにみせかけの譲歩のもとでの国家主体の階級的抑圧の
本性にもとづく「迂回的・転型的抑圧受容」形態である。後者は，剰余価値
の削減による損失を回避し，下からの要求にもとづく配分を抑止して強圧的
に社会問題を鎮静化し，これを通じて，更に，より大きな剰余価値の獲得の
見通しをたてたときにみられる受容である。これは，まさしく名実ともに国
家主体の階級的抑圧性の「直線的・抑圧受容」形態というべきであろう。 2
つの受容形態のいずれが現われるかは，社会的総資本の，本質的には支配的
(25) 同・ 170-1頁。 (26) 同・ 219,224頁。
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資本層にとっての，剰余価値収奪の状態と見通しにかかる。また，この 2つ
の受容形態ほ，決して異質のものではなく，共通の性格をもっている。国家
主体の支配的・抑圧的本質がこれである。それらが共通の支配的・抑圧的本
質にもとづく二形態にすぎないことを，特に強調しておく必要があろう。受
容の二形態ほ切断されたまま固定されない。社会政策成立過程の最終局面に
登場する国家主体の成熟にかんする，上にのべたような特徴から，国家社会
政策の本質的特徴の 1つが引きだされることにもなろう。
(9) 国家主体の成熟の特徴から．国家主体は，論理的にいえば，第2次主
体となる。国家は，さまざまの政策の主体である。そのうち，社会政策以外
の諸政策の主体としての国家を第1次主体と規定すれば，同じ国家は社会政
策の主体としては第2次主体であるといえよう。社会のなかの，剰余価値を
追求する各種の資本運動とこれを補強する第 1次主体としての国家による諸
政策によって，社会問題が発生・成熟し，この強制的圧力機能により，つい
・で．これにもとづく社会的総資本，実質的には支配的資本層によって社会問
題鎮静化による剰余価値収奪基盤の確保とそれを利用する剰余価値増大の見
通しがたったときに，国家は社会政策の主体として成熟する。もっとも，こ
のばあい，第 1次と第2次の区別は，あくまでも論理的なものであって，現
実の重要性の区別でもなく，現実の順序が必ずそうなるというのでもない。
現実には，社会政策と他の政策が同時に現われたり，同一政策のなかに両者
が折り込まれたりもする。国家が社会政策の主体として成熟する特徴からい
えば，このような区別は論理的に当然とされねばならない。国家が社会政策
の主体となるのほ，それが成熟するときのみであり，そうでなければ他の政
策の主体たりえても社会政策の主体とはなりえない。社会政策を経済政策に
おけるたんなる労働力政策とする見解からすれば，このように，国家主体を
1次と 2次に区別する必要はないが，国家主体の成熟論をとるものにとって
(27) 
ほ，このような論理的区別を指摘せざるをえない。
UO) 国家の階級性は，成立的視点からいえば，搾取・支配階級が社会内の
特定形態の私有財産と生産様式を被搾取・被支配階級の圧力から防衛・維持
しようとする消極的・受動的機能をもち，同時に存立的視点からいえば，前
(27) 同・ 165-8,170頁。
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(28) 
者がこれらを育成し，後者を攻撃しようとする積極的・能動的機能をもつ。
そのような国家の消極的および積極的な階級機能ほ，いかなる社会にも，ぃ
かなる段階にも，同時的に認められるが，社会の発展期では比較的に消極的
機能が，社会の没落期や新社会形成期においては，比較的に積極的機能が強
く現れる。重商主義段階の絶対主義国家や独占資本段階の， とりわけ国独資
段階の国家が，産業資本段階の国家にくらべて，いかに積極的階級機能を発
揮したか，また現に発揮しつつあるかほ，きわめて明白なことである。国家
が社会政策の主体のときも，上にのべた特徴は，そのまま認められる。
(1 五の(2)でのべたように，国家主体における，政治的な中立・公平の立
場，性格，形態と経済的な搾取・支配階級の私的階級利害との結合の妥当性
は，この階級が自らの私的な階級利害を追求しながらも，それが，同時に，
彼等の搾取・支配・管理のもとで，資本の総再生産過程•国民経済を維持・
発展せしめるという社会的・公的役割をも演じている点に求められた。いい
かえれば，国家主体における政治的・公的なものと経済的・私的なものとの
結合の妥当性の根拠ほ，社会のなかにおける私的階級利害の追求と国民経済
の維持•発展という社会的・公的な役割の代表との結合の妥当性に求められ
た。そして，後者の妥当性の有無と期間を決定する基準として，経済的搾取
・支配階級が生産力を発展せしめる能力をもつか否かを指摘した。もしこの
ような能力を失い，生産力の発展の妨げとなるにいたれば，社会内における，
この階級の私的利害の追求と社会的・公的な国民経済の維持•発展との結合
の妥当性は失われることになり，ここから，国家主体における政治上の公的
なものと経済的な私的階級性の結合の妥当性も正当な根拠を失うことになる。
そのばあいには，これまで搾取され支配されていた直接生産者たる労働者階
級の方が，むしろ，彼らの階級的利害の防衛・維持•発展と国民経済の維持
•発展ないしは，その生産力の発展に寄与し，これを代表する能力を発揮し
うることになる。こうした結合の妥当性を根拠として，労働者階級ほ，はや
かれおそかれ， しかも社会運動とりわけ政治運動の成功を通じてではあるが，
国家権力を掌握することになる。それは，経済的搾取・支配階級のものから
被搾取・被支配階級のものえと転換する。それは，保守的な，所有の立場と
(28) Paul M. Sweezy, Socialism. p.p. 127-8． 
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性格から革命的な，労働の立場と性格えの質的転換を意味する。こうした転
換ほ，社会革命期間のどこかの時点で行われる政治革命の真の成功を物語る
といえょう。現実の転換ほ，しばしば，直線的でなく，さまざまの曲線をえ
がき，また，劇的にではなく，質的なものでもなく，名目的・形式的なもの
をくりかえしもするが，理論的には，上にのべたような質的転換を認めざる
をえない。国家権力の性格や立場がこのように転換したからといっても，社
会政策の対象となる従来の社会問題は直ちに解消するものではない。それは？
ある程度の期間は当然残存するといわねばならない。かくて，これまでと同
じ性質をもつ社会問題の成熟に対して，これを受容する国家は，いまや保守
的・所有の立場・性格のものから革命的・労働の立場・性格のものにかわっ
ていることになる。このようにみてくると，社会政策の実施主体としての国
(29) 
家の，質的主体転換を理論的に認めざるをえないことになる。これまで，多
くの社会政策理論においてほ，国家主体のそうした質的転換は全く顧みられ
なかったといってよいし，この転換をとりあげた論者もいたのではあるが，
(30) 
それは少数であった。ハイマソ，クローナー，アドラーらがそうである。 Jヽ
イマソのような保守的・資本主体性の理念的・革命的解釈論にすぎない「保
守的・革命的二重性論」ほ，明らかに誤りであるし，他の論者の見解につい
ても，必ずしも説得的でない点もある。しかし，だからといって，こうした
主体転換を全く無視して，国家主体の保守的・資本の立場と性格を固定せし
め，「経済理論」の名において，そうした国家主体による社会政策の理論的究
明にのみとどまるのほ，非歴史的な且つ逆行的な途をたどることになる。資
本は運動し，国民経済機構も生産力も発展する。その過程のある時期に，経
済の運動と結合する国家権力の性格の質的転換が行われる。転換までの，保
守的な資本の主体性とその主体の限界ほ，明らかであり，転換をおわって，
ほじめて国家主体の革命的・労働の性格と立場が認められることになる。両
者の区別と関連ほ，どこまでもはっきりしなければならない。
(29) 拙著「社会政策の歴史理論研究」・ 171-5,286-8頁。
(30) 同・ 191-2,305-30, 344-67頁。 EdualdHeimann, Soziale Theorie des 
Kapitalismus, 1929. Fritz Croner, Zur Theorie proletarischen Sozialpolitik, Die 
Gesellschaft, 1930, jg. 7 No. l. Max Adler, Verhandlung des Vierten Deutschen 
Soziologenta~es. 、
